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平成28年4月1日～平成29年3月31日
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招 集 ご 通 知

日特建設株式会社
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（証券コード1929）
平成29年６月６日

株 主 各 位
東京都中央区東日本橋三丁目10番６号
日 特 建 設 株 式 会 社

代表取締役社長 永 井 典 久
　

第70期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第70期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席いただけない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら、後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否
をご表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いた
だきたくお願い申しあげます。

敬具
記

　

1. 日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
2. 場 所 東京都中央区東日本橋三丁目10番６号

Daiwa東日本橋ビル６階
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

3. 株主総会の目的である事項
報 告 事 項
1. 第70期(平成平成2829年年４３月月１31日から日まで)事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第70期(平成平成2829年年４３月月１31日から日まで)計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件
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4. その他株主総会招集に関する事項
　代理人による議決権行使につきましては、議決権を有する他の株主様１名を代理人とし
て、その議決権を行使することとさせていただきます。
　なお、議決権の不統一行使を行う株主様は、株主総会の日の３日前までに、書面をもって
その旨および理由をご通知くださいますようお願い申しあげます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申しあげます。
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注記表」および計算書類
の「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第19条の規定に基づき、当社ホーム
ページ（http://www.nittoc.co.jp）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には
記載しておりません。なお、当該「連結注記表」および「個別注記表」は、監査役が監査報告
を作成するに際して、また、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して、監査をした連結
計算書類および計算書類の一部であります。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正すべき事項が生じた
場合には、直ちに当社ホームページ（http://www.nittoc.co.jp）にて、修正後の内容を開示
いたします。
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
第１号議案　剰余金の配当の件

当社の利益配分につきましては、企業体質の強化や内部留保の充実による経営基盤の強化を
図りながら株主の皆様への安定的な利益還元に努め、当期の業績や経営環境などを勘案して決
定することを基本方針としております。
この方針に基づき検討いたしました結果、当期の期末配当につきましては、次のとおりとい
たしたいと存じます。
　
期末配当に関する事項
　 ① 配当財産の種類

金銭
② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金17円 総額723,630,993円
　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成29年６月26日
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第２号議案　取締役10名選任の件
現在の取締役８名は、本総会終結の時をもって全員任期満了となります。つきましては、経

営体制の一層の強化を図るとともに、経営の透明性を高めるために社外取締役１名を含む取締
役２名を増員し、取締役10名の選任をお願いするものであります。
　 取締役候補者は次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

１
なか もり たもつ
中 森 保

（昭和23年12月５日生）

昭和47年４月 当社入社
平成３年４月 当社北陸支店営業部長
平成10年４月 当社長野支店長
平成12年４月 当社北陸支店長
平成14年６月 当社取締役北陸支店長
平成15年10月 当社取締役東京支店長
平成17年４月 当社取締役施工本部長
平成17年６月 当社常務取締役施工本部長
平成18年４月 当社常務取締役事業本部長
平成19年６月 当社代表取締役社長
平成29年４月 当社代表取締役会長（現任）

【取締役候補者とした理由】
中森 保氏は、平成19年6月から平成29年3月まで当社の代表取
締役社長を務め、平成29年4月から当社の代表取締役会長を務め
ており、経営者としての豊富な経験、実績、見識があり、グルー
プ全社に対するリーダーシップと決断力を有していることから、
引き続き取締役候補者といたしました。

19,670株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

２
なが い のり ひさ
永 井 典 久

（昭和27年９月４日生）

昭和53年４月 当社入社
平成17年４月 当社営業本部営業部長
平成18年４月 当社技術本部技術営業グループ部長
平成20年４月 当社技術本部副本部長
平成20年７月 当社執行役員技術本部副本部長
平成21年４月 当社執行役員技術本部長
平成21年６月 当社常務執行役員技術本部長
平成23年４月 当社常務執行役員東北支店長
平成26年４月 当社常務執行役員事業本部長
平成26年６月 当社取締役常務執行役員事業本部長
平成27年６月 当社取締役執行役員副社長事業本部長
平成29年４月 当社代表取締役社長(現任）

【取締役候補者とした理由】
永井典久氏は、平成27年6月から取締役執行役員副社長事業本部
長、平成29年4月から当社の代表取締役社長を務めており、当社
グループの経営全般に関し豊富な経験と見識を有していることか
ら、引き続き取締役候補者といたしました。

12,179株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

３
おく みや やす のぶ
屋 宮 康 信

（昭和33年９月24日生）

昭和56年４月 当社入社
平成14年４月 当社大阪支店工事部長
平成17年４月 当社大阪支店次長
平成18年４月 当社事業本部事業管理部長
平成19年４月 当社事業本部副本部長
平成19年７月 当社執行役員事業本部副本部長
平成20年６月 当社取締役経営企画室担当
平成20年７月 当社取締役経営企画室担当兼内部統制推進室

担当
平成21年６月 当社取締役常務執行役員経営企画室担当兼内

部統制推進室担当
平成23年４月 当社取締役常務執行役員事業本部長
平成24年６月 当社取締役専務執行役員事業本部長
平成26年４月 当社取締役専務執行役員経営戦略本部長
平成

平成

28

28

年

年

３

６

月

月

PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA
代表取締役社長（現任）
当社取締役専務執行役員経営戦略本部長兼海外
管掌

平成29年４月 当社取締役執行役員副社長経営戦略本部長兼
海外管掌（現任）

（重要な兼職の状況）
PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA 代表取締役社長

【取締役候補者とした理由】
屋宮康信氏は、平成26年4月から取締役専務執行役員経営戦略本
部 長、 平 成 28 年 3 月 か ら 当 社 子 会 社 の PT NITTOC
CONSTRUCTION INDONESIA代表取締役社長、平成28年6月か
ら取締役専務執行役員経営戦略本部長兼海外管掌、平成29年4月
から取締役執行役員副社長経営戦略本部長兼海外管掌を務めてお
り、当社グループ経営全般に関し豊富な経験と見識を有している
ことから引き続き取締役候補者といたしました。

23,119株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

４
さこ だ あきら
迫 田 朗

（昭和32年１月６日生）

昭和56年４月 当社入社
平成11年12月 当社事務管理本部企画室長
平成12年４月 当社社長室長
平成17年７月 当社執行役員管理本部総務部長
平成18年４月 当社執行役員東京支店副支店長兼事務管理部

長
平成21年４月 当社執行役員管理本部副本部長
平成21年６月 当社常務執行役員管理本部副本部長
平成24年４月 当社常務執行役員管理本部長
平成24年６月 当社取締役常務執行役員管理本部長
平成27年６月 当社取締役専務執行役員管理本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
迫田 朗氏は、平成27年6月から取締役専務執行役員管理本部長
を務めており、当社グループの経営全般に関し豊富な経験と見識
を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

10,521株

５
やま だ ひろし
山 田 浩

（昭和32年９月25日生）

昭和56年４月 当社入社
平成16年４月 当社技術本部法面部長
平成16年８月 当社札幌支店次長兼技術部長
平成18年４月 当社札幌支店事業部技術部長
平成20年４月 当社技術本部副本部長
平成20年７月 当社執行役員技術本部副本部長
平成21年６月 緑興産株式会社取締役（現任）
平成24年６月 当社常務執行役員技術本部副本部長
平成26年４月 当社常務執行役員技術本部長
平成26年６月 当社取締役常務執行役員技術本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
緑興産株式会社 取締役

【取締役候補者とした理由】
山田 浩氏は、平成26年6月から取締役常務執行役員技術本部長
を務めており、当社グループの経営全般に関し豊富な経験と見識
を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

6,921株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

６
なかむ た けんご
※中 牟 田 憲 吾
（昭和29年１月11日生）

昭和53年４月 当社入社
平成12年４月 当社九州支店工事部長兼工務課長
平成13年４月 当社九州支店次長兼営業部長
平成16年４月 当社広島支店副支店長兼工事部長
平成18年４月 当社執行役員広島支店長
平成24年４月 当社執行役員大阪支店長
平成24年６月 当社常務執行役員大阪支店長
平成29年４月 当社常務執行役員事業本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
中牟田 憲吾氏は、平成24年6月から常務執行役員大阪支店長、
平成29年4月から常務執行役員事業本部長を務めており、当社グ
ループの経営全般に関し豊富な経験と見識を有していることか
ら、取締役候補者といたしました。

9,815株

７
わ だ まさゆき

※和 田 雅 之
（昭和29年１月20日生）

昭和51年４月 当社入社
平成６年４月 当社新潟支店工事部長
平成10年４月 当社東京支店工事部長
平成14年４月 当社東京支店次長
平成18年４月 当社東京支店事業部横浜支店長
平成19年４月 当社東京支店事業部長
平成20年４月 当社北陸支店事業部長
平成21年４月 当社北陸支店長
平成22年４月 当社執行役員北陸支店長
平成26年４月 当社執行役員東北支店長
平成26年６月 当社常務執行役員東北支店長
平成29年４月 当社常務執行役員安全環境品質本部長（現任）

【取締役候補者とした理由】
和田雅之氏は、平成26年6月から常務執行役員東北支店長、平
成29年4月から常務執行役員安全環境品質本部長を務めており、
当社グループの経営全般に関し豊富な経験と見識を有している
ことから、取締役候補者といたしました。

4,421株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

８
あ そう いわお
麻 生 巌

（昭和49年７月17日生）

平成９年４月 株式会社日本長期信用銀行（現、株式会社新
生銀行）入行

平成12年６月 麻生セメント株式会社（現、株式会社麻生）
監査役

平成13年６月 同社取締役
平成13年８月 麻生セメント株式会社取締役
平成17年12月 株式会社ドワンゴ（現、カドカワ株式会社）

社外取締役（現任）
平成18年６月 株式会社麻生代表取締役専務取締役
平成20年10月 同社代表取締役副社長
平成22年６月 同社代表取締役社長（現任）
平成26年６月 当社社外取締役（現任）
平成27年12月 株式会社アイレップ社外取締役
平成28年１月 麻生セメント株式会社代表取締役社長（現任）
平成28年10月 D.Aコンソーシアムホールディングス株式会社

社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社麻生 代表取締役社長
麻生セメント株式会社 代表取締役社長
カドカワ株式会社 社外取締役
D.Aコンソーシアムホールディングス株式会社 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
麻生 巌氏は、経営者としての豊富な経験を有しており、その
幅広い見識を活かしていただくことで、当社においても社外取
締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、
引き続き社外取締役候補者といたしました。

0株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

９
わたなべまさ ゆき
渡 邉 雅 之

（昭和45年５月２日生）

平成10年４月 総理府（官房総務課）入府
平成13年10月 アンダーソン・毛利法律事務所（現、アンダ

ーソン・毛利・友常法律事務所）入所
平成13年10月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
平成21年８月 弁護士法人三宅法律事務所入所
平成23年５月 同パートナー（現任）
平成26年６月 株式会社王将フードサービス社外取締役（現

任）
平成28年６月 当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
弁護士法人三宅法律事務所 パートナー
株式会社王将フードサービス 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
渡邉雅之氏は、弁護士として培われた企業法務に関する専門的
な知識と経験を有しており、その幅広い見識を活かしていただ
くことで、当社においても社外取締役としての職務を適切に遂
行いただけるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といた
しました。

0株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位および担当

所 有 す る
当社株式数

10
なか むら かつ お
※中 村 克 夫

（昭和25年４月16日生）

昭和49年４月 陽光株式会社入社
昭和50年10月 株式会社セントラルコーポレーション（現、

株式会社セントラルアメニティサービス）入
社

平成３年10月 同社代表取締役社長
平成16年８月 陽光株式会社代表取締役社長
平成20年５月 日本大学法学部校友会会長（現任）
平成20年９月 日本大学評議員
平成23年９月 日本大学理事
平成26年８月 株式会社セントラルアメニティサービス代表

取締役会長（現任）
平成26年８月 陽光株式会社代表取締役会長（現任）
平成26年９月 日本大学常務理事（現任）

（重要な兼職の状況）
株式会社セントラルアメニティサービス株式会社 代表取締役
会長
陽光株式会社 代表取締役会長

【社外取締役候補者とした理由】
中村克夫氏は、経営者としての豊富な経験を有し、また、日本
大学の要職を歴任しており、その幅広い見識を活かしていただ
くことで、当社においても社外取締役としての職務を適切に遂
行いただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

0株

（注）1. 各候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
　 2. ※は、新任の取締役候補者であります。

3. 麻生 巌、渡邉雅之、中村克夫の３氏は、社外取締役候補者であります。
4. 本総会において渡邉雅之、中村克夫の両氏の選任が承認された場合には、両氏を独立役員として指定
し、東京証券取引所に届け出る予定であります。

5. 麻生 巌氏は、当社の筆頭株主である株式会社エーエヌホールディングスの完全親会社である株式会
社麻生の代表取締役社長であります。

6. 社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について
　麻生 巌氏の在任期間は、本総会終結の時をもって３年であります。渡邉雅之氏の在任期間は、本総
会終結の時をもって１年であります。

7. 社外取締役候補者との責任限定契約について
当社は、麻生 巌、渡邉雅之の両氏との間で、会社法第423条第1項に定める賠償責任について、職
務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める最低責任限度額を限度とする旨の
責任限定契約を締結しております。本総会において両氏の再任が承認された場合、両氏と当該責任限
定契約を継続する予定であります。また、中村克夫氏の選任が承認された場合、同氏との間で同様の
契約を締結する予定であります。
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第３号議案　監査役３名選任の件
現在の監査役３名は、本総会終結の時をもって全員任期満了となりますので、監査役３名の
選任をお願いするものであります。
本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位

所 有 す る
当社株式数

１
まつ もと のぶ お
※松 本 信 夫
（昭和29年5月22日生）

昭和53年４月 当社入社
平成15年４月 当社北陸支店工事部長
平成17年４月 当社北陸支店次長兼工事部長
平成20年４月 当社名古屋支店長
平成21年４月 当社執行役員名古屋支店長
平成25年４月 当社執行役員九州支店長
平成29年４月 当社経営戦略本部付（現任）
平成29年６月 島根アースエンジニアリング株式会社監査役

（就任予定）
平成29年６月 山口アースエンジニアリング株式会社監査役

（就任予定）

【監査役候補者とした理由】
松本信夫氏は、平成21年4月から執行役員名古屋支店長、平成25
年4月から執行役員九州支店長、平成29年4月から経営戦略本部付
を務めており、当社グループ全般の事業内容や内部監査に関する
豊富な知識と見識を有しており、それらを当社の監査業務に活か
していただけるものと判断し、監査役候補者といたしました。

5,531株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位

所 有 す る
当社株式数

２
いそ の まさ ゆき
※磯 野 眞 幸

（昭和33年９月12日生）

昭和56年４月 株式会社太陽神戸銀行入行
平成13年４月 株式会社三井住友銀行 法人業務部 成長事

業推進室 室長
平成14年６月 同柏法人営業部長
平成17年６月 同天王寺駅前法人営業第二部長
平成19年４月 同錦糸町法人営業部長
平成22年４月 同法人企業統括部 部付部長
平成24年４月 株式会社陽栄 執行役員
平成24年６月 株式会社陽栄ホールディング 執行役員兼株

式会社陽栄 執行役員
平成25年６月 株式会社陽栄ホールディング 取締役常務執

行役員兼株式会社陽栄 取締役常務執行役員
平成26年６月 株式会社陽栄 取締役常務執行役員
平成29年６月 緑興産株式会社監査役（就任予定）

【社外監査役候補者とした理由】
磯野眞幸氏は、大手金融機関において、要職を歴任しており、そ
の幅広い見識を活かしていただくことで、当社においても社外監
査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、社
外監査役候補者といたしました。

0株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位

所 有 す る
当社株式数

３
　お の あつ し
※小 野 淳 史

（昭和42年１月30日生）

平成２年４月 監査法人朝日新和会計社（現、有限責任 あず
さ監査法人）入所

平成12年２月 太田昭和監査法人（現、新日本有限責任監査
法人）入所

平成17年５月 同パートナー
平成22年５月 同シニア・パートナー
平成28年９月 小野淳史公認会計士事務所開業 所長（現任）
平成29年６月 エスディーテック株式会社非常勤監査役(就任

予定）

（重要な兼職の状況）
小野淳史公認会計士事務所 所長

【社外監査役候補者とした理由】
小野淳史氏は、公認会計士としての専門的な知識と経験等を有し
ており、その幅広い見識を活かしていただくことで、当社におい
ても社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断
し、社外監査役候補者といたしました。

0株

（注）1. 各候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。
2. ※は、新任の監査役候補者であります。
3. 磯野眞幸、小野淳史の両氏は、社外監査役候補者であります。
4. 本総会において磯野眞幸氏の選任が承認された場合には、同氏を独立役員として指定し、東京証券取
引所に届け出る予定であります。

5. 監査役候補者との責任限定契約について
当社は、監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、定款において監査役との間に会社に対する
損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を締結できる旨を定めております。本総会において松本
信夫、磯野眞幸、小野淳史の３氏の選任が承認された場合は、会社法第423条第１項に定める賠償責
任について、職務につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める最低責任限度額を限度と
する旨の責任限定契約を締結する予定であります。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基
づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。当該補欠監査役につきまして
は、監査役が法令の定める員数を欠くことを就任の条件としその任期は前任者の残存任期とし
ます。また、本決議の効力は、次期定時株主総会が開催される時までとします。
　 なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 補欠監査役候補者は次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日）

略歴、重要な兼職の状況
当社における地位

所 有 す る
当社株式数

ま なべ とも ひこ
真 鍋 朝 彦

（昭和38年10月３日生）

平成３年10月 太田昭和監査法人（現、新日本有限責任監査法人）
入所

平成９年４月 公認会計士登録
平成19年５月 新日本有限責任監査法人 社員就任
平成22年７月 税理士法人髙野総合会計事務所 社員就任（現任）
平成27年５月 フロイント産業株式会社 社外取締役（現任）
平成27年６月 日本出版販売株式会社 社外監査役（現任）

（重要な兼職の状況）
税理士法人髙野総合会計事務所 社員

【社外監査役候補者とした理由】
真鍋朝彦氏は、公認会計士として培われた企業会計の専門知識と経験を
有しており、その幅広い見識を活かしていただくことで、当社において
も社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、補欠
の社外監査役候補者といたしました。

0株

（注）1. 候補者真鍋朝彦氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
2. 補欠監査役候補者に関する事項は、以下のとおりであります。
①候補者真鍋朝彦氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
②監査役との責任限定契約について
　当社では、監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、定款において監査役との間に会社に
対する損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより当
社は、真鍋朝彦氏が、社外監査役に就任した場合は、会社法第423条第１項に定める賠償責任につい
て、職務につき善意でかつ重大な過失がないときは、法令が定める最低責任限度額を限度とする旨の
責任限定契約を締結する予定であります。

　
以 上
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（添付書類）
事 業 報 告
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済対策および日銀による金融緩和の効果によ
り企業収益や雇用環境に改善の動きが見られ、それに伴い伸び悩みはあるものの個人消費に持ち
直しの動きが見られるなど、緩やかではありますが回復基調で推移しました。しかし、中国をは
じめとするアジア新興国の景気減速懸念や英国のＥＵ離脱問題、さらに米国の今後の経済政策な
どによる世界経済への影響が心配されるなど、景気の先行きについては不透明な状況で推移して
おります。
　建設業界におきましては、民間設備投資については伸び悩みが見られるものの、企業収益の改
善を背景にして持ち直しの動きが見られ、公共建設投資については、底堅く推移しております。
　このような事業環境において当社グループは、経営理念「基礎工事における総合技術力と効率
的な経営で安全・安心な国土造りに貢献する会社」のもと、中期経営計画〔StepⅢ〕（平成26年
度～平成28年度）における新生日特の成長への「挑戦」をテーマに、効率的な収益確保と将来の
建設市場の変化を見据えた事業戦略・組織の構築を進め、最終年度となる本年度はこれまで実施
してきた諸施策の充実定着を図ってまいりました。
　その結果、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。
① 受注高、売上高
　受注高については、営業を強化していた熊本地震の復旧・復興工事の獲得や維持補修の元
請け工事が増加したため、昨年同期を上回る62,869百万円（前連結会計年度比4.4％増）を
確保しました。しかし売上高については、第２四半期までの着工および施工進捗の遅れによ
る影響が残り、57,174百万円（前連結会計年度比0.8％減）となりました。

② 損益
　売上高については昨年同期比で減少しましたが、利益重視の受注活動や原価低減策の成果
が表れ、営業利益は3,583百万円（前連結会計年度比3.4％増）、経常利益は3,555百万円
（前連結会計年度比3.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,342百万円（前連結会計
年度比11.0％増）となりました。
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（2）事業別の状況
事業別受注高・売上高・繰越工事高

（単位：百万円）
　

区 分 前 期 繰 越
工 事 高

当 期
受 注 高

当 期
売 上 高

次 期 繰 越
工 事 高

建
設
事
業

基 礎 30,889 58,443 52,939 36,393
土 木 2,475 3,915 3,793 2,597
地質コンサルタント 51 346 277 120

そ の 他 － 163 163 －
計 33,415 62,869 57,174 39,110

　
（3）資金調達の状況
　特に記載すべき事項はありません。

　
（4）設備投資の状況
　当連結会計年度に実施しました設備投資の総額は350百万円であります。
　このうち主なものは工事用機械の購入および基幹システムの更新（平成29年10月稼働予
定）であります。

　
（5）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

　
（6）他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

　
（7）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

　
（8）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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（9）財産および損益の状況
　

区 分
第 67 期

(平成平成2526年年４３月月１31日から日まで)
第 68 期

(平成平成2627年年４３月月１31日から日まで)
第 69 期

(平成平成2728年年４３月月１31日から日まで)
第70期（当期）
(平成平成2829年年４３月月１31日から日まで)

受 注 高
（百万円） 61,047 62,696 60,219 62,869

売 上 高
（百万円） 57,264 60,703 57,638 57,174

経 常 利 益
（百万円） 2,904 3,905 3,431 3,555

親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円） 1,663 1,664 2,110 2,342

１ 株 当 た り
当期純利益（円） 39.06 39.08 49.58 55.03

総 資 産
（百万円） 41,047 42,306 40,385 44,225

純 資 産
（百万円） 16,370 18,116 19,781 21,813

１ 株 当 た り
純 資 産 （円） 384.37 425.56 461.17 509.02

　
（10）対処すべき課題

建設業界におきましては、民間設備投資については伸び悩みがみられるものの、企業収益
の改善を背景にして回復基調の継続が期待され、公共建設投資についても、国土強靭化策に
よる全国の防災・減災対策や社会資本整備の更新が期待されます。しかし、近年の労務費、
資材費の高止まりなどの懸念材料や、人材の確保とその育成や政府の掲げる働き方改革によ
る労働時間の短縮に向けた生産性の向上など様々な課題があります。
このような事業環境の中で、当社グループは、内部統制（コンプライアンス、リスク管
理）の強化、安全と職場重視を重視した経営、基礎工事の量の確保、収益性の維持、キャッ
シュ・フロー重視の経営を経営方針に掲げ、事業を進める所存であります。
　また、昨年３月に設立したインドネシアの子会社PT NITTOC CONSTRUCTION
INDONESIAにおいて、海外工事の受注活動を行っていきます。
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　当社グループは、斜面・のり面対策などの環境・防災技術、既設構造物の補修・補強など
の維持補修技術、地盤改良・薬液注入・杭基礎などの都市再生技術に関して数多くの施工実
績を積むとともに、その時代のニーズに対応した技術開発・改良を行ってまいりました。こ
れらの技術と経験を活かし、今後も本分野でのシェア拡大を図ってまいります。
　社会資本の老朽化や防災・減災への対応として、液状化対策などの地盤改良工法、のり面
の補修補強技術を開発し、近年は以下の３工法を市場に投入しています。
　
① のり面構造物長寿命化工法

のり面構造物の健全性に応じた多彩な対策工のラインナップにより、社会資本の予防
保全的維持管理を目指しています。のり面構造物を「地表面構造物」と「のり面地山」
に分け、それぞれの変状に応じた対策を提案することにより長寿命化を図ります。

② L（エル）-スピンコラム工法
既存工法で困難であった斜め施工や、高圧噴射を併用することによるラップ施工が可
能な高圧噴射併用機械撹拌工法です。埋設物周辺や既設構造物近傍での施工、スラブや
硬質地盤を小さい径で貫通し、その下位にある軟弱地盤の改良も可能です。

③ Newスリーブ注入工法
外形を六角柱状にした新型の注入パイプ「ポリゴンパイプ」を使用した地盤改良工法

です。ポリゴンパイプの長い浸透注入区間により、高速で高品質な改良ができるととも
に、コスト削減と工期短縮が図れます。
　
　 また、平成28年度は以下の工法が外部機関より、表彰等の高い評価を受けました。

① ジオファイバー工法・・・NETISの有用な新技術として平成28年度の準推奨技術（新技
術活用システム検討会議（国土交通省））に選定

ジオファイバー工法は、砂質土と連続繊維を均質に混合した連続繊維補強土を用いた
工法です。
連続繊維補強土は全面緑化が可能なセメントを用いない補強土であり、浸食や風化防

止、浅い表層崩壊、植生工だけでは不安定なのり面等に適用できます。構造物の修景と
植生環境づくりを目的としている箇所にも高い効果が得られ、清水寺の修景等、文化財
での採用が増えています。
準推奨技術に選定されると、総合評価方式の技術提案において、選定技術が提案され
た場合は、その審査において積極的に評価されるなどのメリットがあります。
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② ニューレスプ工法・・・「第18回 国土技術開発賞 創意開発技術賞」を受賞
ニューレスプ工法は、既設モルタル吹付のり面をはつり取らずに補修・補強し、地山

表層の補強を図る補強鉄筋工、既設モルタル吹付と新設モルタル吹付を一体化するせん
断ボルト工、耐久性の高い法面を形成する繊維補強モルタル工を組合せた複合工法です。
吹付のり面の健全度診断システム「Slope Doctor」との組合せにより、最適なのり面補
修・補強対策を選定するといった、のり面の延命化や維持管理コストの低減に関する技
術の改良・改善も継続的に行っています。
創意開発技術賞とは、中小建設業者、専門工事業者等が独自に開発した技術の中から、

創意工夫やアイデアを展開・発展させて開発した技術を表彰対象とする国土技術開発賞
の特別賞です。

（11）剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社は、利益配分につきましては、企業体質の強化や内部留保の充実による経営基盤を図
りながら株主の皆様への安定的な利益還元に努めることを基本方針としております。配当金
につきましては、配当性向30％以上を目標に、業績や今後の経営環境などを勘案して決定
してまいります。
　

（12）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社は、建設業法により特定建設業者として、平成28年10月25日国土交通大臣許可（特
-28）第211号の更新許可をうけ、土木、建築ならびにこれらに関連する事業を行っており
ます。また、子会社は土木工事、緑化資材の販売および保険の代理業務を行っております。
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（13）主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）
① 当社の主要な営業所等

　

本 店 東京都中央区東日本橋三丁目10番６号
支 店 札 幌 支 店（札幌市厚別区） 名古屋支店（名古屋市中区）

東 北 支 店（仙台市太白区） 大 阪 支 店（大阪市中央区）
東 京 支 店（東京都中央区） 広 島 支 店（広島市中区）
北 陸 支 店（新潟市東区） 九 州 支 店（福岡市博多区）

② 重要な子会社の主要な営業所
　

緑 興 産 株 式 会 社 本 店 東京都中央区東日本橋三丁目10番６号
山口アースエンジニアリング株式会社 本 店 山口県山口市平野二丁目３番13号
島根アースエンジニアリング株式会社 本 店 島根県松江市津田町310番地1
PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA 本 店 インドネシア共和国南ジャカルタ市
　

（14）従業員の状況（平成29年３月31日現在）
　

区 分 従業員数（前期末比増減）
男 性 976名 （ 37名減 ）
女 性 158名 （増減なし）

計 1,134名 （ 37名減 ）
(注）従業員数は、有期労働契約に基づく常用労働者301名を含めて記載しております。

　
（15）主要な借入先（平成29年３月31日現在）

金融機関からの借入金はありません。
なお、取引金融機関と融資限度額を決めたコミットメントライン契約（融資限度額2,200

百万円）を締結しております。
　

宝印刷株式会社 2017年05月24日 13時41分 $FOLDER; 22ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類 

等

個
別
計
算
書
類 

等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 22 ―

（16）重要な親会社および子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出 資 比 率 主要な事業内容

緑 興 産 株 式 会 社 31百万円 100％
損 害 保 険 代 理 業
建設材料等販売業
土 木 工 事 業

山口アースエンジニアリング
株式会社 20百万円 100％ 土 木 工 事 業

島根アースエンジニアリング
株式会社 10百万円 100％ 土 木 工 事 業

PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA 51,000百万インドネシアルピア 65％ 土 木 工 事 業

　
③ 特定完全子会社に関する事項
該当事項はありません。

④ 企業結合の経過
特に記載すべき事項はありません。

⑤ 企業結合の成果
「（1）事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。

　
（17）その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特に記載すべき事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項
（1）株式の状況（平成29年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 50,000,000株
② 発行済株式総数 43,919,291株（うち自己株式1,352,762株）
③ 株 主 数 8,026名（前期末比 96名減）
　

（2）大株主の状況（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持株比率

　 千株 　 ％
株 式 会 社 エ ー エ ヌ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 17,371 40.81
ケービーエル ヨーロピアンプライベートバンカーズ エスエイ 107704 4,468 10.50
インタートラスト トラスティーズ（ケイマン）リミテッド ソールリー イン イッツ キャパシティー アズ トラスティー オブ ジャパン アップ 1,599 3.76
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,425 3.35
日 特 建 設 社 員 持 株 会 1,157 2.72
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 817 1.92
インタートラスト トラスティーズ ケイマン リミテッド アズ トラスティー オブ ジャパン－アップ ユニット トラスト 600 1.41
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 550 1.29
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 500 1.18
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口１） 396 0.93
（注）当社は、自己株式1,352千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

また持株比率は自己株式を控除して計算しております。
　

3. 会社の新株予約権等に関する事項
新株予約権等の状況（平成29年３月31日現在）
① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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4. 会社役員の状況
（1）取締役および監査役の状況

　

会社における地位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況
代表取締役社長 中 森 保
取 締 役 永 井 典 久 事業本部長
取 締 役 屋 宮 康 信 経営戦略本部長兼海外管掌 PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA 代表取締役社長
取 締 役 迫 田 朗 管理本部長
取 締 役 按 田 純 輝 安全環境品質本部長
取 締 役 山 田 浩 技術本部長 緑興産株式会社 取締役

取 締 役 麻 生 巌 （社外取締役）

株式会社麻生 代表取締役社長
麻生セメント株式会社 代表取締役社長
カドカワ株式会社 社外取締役
D.Aコンソーシアムホールディングス
株式会社 社外取締役

＊取 締 役 渡 邉 雅 之 （社外取締役）
弁護士法人三宅法律事務所 パートナー
株式会社王将フードサービス
社外取締役

常 勤 監 査 役 淀 谷 学
島根アースエンジニアリング株式会社
監査役
山口アースエンジニアリング株式会社
監査役

常 勤 監 査 役 作 本 幸 治 （社外監査役）
緑興産株式会社 監査役
PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA
監査役

監 査 役 滝 口 勝 昭 （社外監査役） 滝口勝昭公認会計士事務所所長
（注）1. ＊渡邉雅之氏は、平成28年６月24日開催の第69期定時株主総会において取締役に新たに選任され就

任いたしました。
2. 麻生巌、渡邉雅之の両氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
3. 常勤監査役 作本幸治、監査役 滝口勝昭の両氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であり
ます。

4. 常勤監査役 作本幸治氏は、大手金融機関において、要職を歴任しており、財務および会計に相当
程度の知見を有する者であります。

5. 監査役 滝口勝昭氏は、公認会計士として長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の
知見を有する者であります。

6. 取締役 渡邉雅之、常勤監査役 作本幸治の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、東京証券取引所に届け出ております。
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（2）事業年度中に退任した取締役
退任時の会社における地位 氏 名 退任時の重要な兼職の状況 退 任 日 退 任 理 由

取締役 　水川 聡 二重橋法律事務所 パートナー 平成28年6月24日 任期満了
　

（3）責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外役員全員および監査役と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を
締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額でありま
す。

　
（4）取締役および監査役の報酬等の総額

　

区 分 支 給 人 員 支 給 額 摘 要
名 百万円

取 締 役
（うち社外取締役）

9
（3）

132
（6） （注）

監 査 役
（うち社外監査役）

3
（2）

34
（18） （注）

（注）1. 取締役の支給人員、支給額は、平成28年6月24日開催の第69期定時株主総会終結の時をもって退任
した取締役1名を含んででおります。

2. 上記のほか社外役員が当社子会社から役員として受けた当事業年度の報酬額は1,200千円でありま
す。

3. 取締役の報酬限度額は、平成15年6月27日開催の第56期定時株主総会において、年額3億円以内
（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

4. 監査役の報酬限度額は、平成6年6月29日開催の第47期定時株主総会において、年額5千万円以内と
決議いただいております。
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（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職状況
　 イ．社外取締役の兼職の状況

　

氏 名 会 社 名 役 職 名

麻 生 巌
株式会社麻生
麻生セメント株式会社
カドカワ株式会社
D.Aコンソーシアムホールディングス株式会社

代表取締役社長
代表取締役社長
社外取締役
社外取締役

渡 邉 雅 之 弁護士法人三宅法律事務所
株式会社王将フードサービス

パートナー
社外取締役

（注）1. 麻生巌氏は、株式会社麻生の代表取締役社長、麻生セメント株式会社の代表取締役社長、カド
カワ株式会社の社外取締役、およびD.Aコンソーシアムホールディングス株式会社の社外取締役
を兼任しております。
株式会社麻生は、当社の筆頭株主である株式会社エーエヌホールディングスの完全親会社であり
ますが、当社との間に特別な利害関係はありません。また、麻生セメント株式会社、カドカワ株
式会社および、D.Aコンソーシアムホールディングス株式会社と当社との間に特別な利害関係は
ありません。

　 2. 渡邉雅之氏は、弁護士法人三宅法律事務所の弁護士であり、株式会社王将フードサービスの社外
取締役を兼任しております。弁護士法人三宅法律事務所および、株式会社王将フードサービスと
当社の間に特別な利害関係はありません。

　 ロ．社外監査役の兼職の状況
　

氏 名 会 社 名 役 職 名

作 本 幸 治 緑興産株式会社
PT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIA

監査役
監査役

滝 口 勝 昭 滝口勝昭公認会計士事務所 所長

（注）1. 作本幸治氏は、緑興産株式会社およびPT NITTOC CONSTRUCTION INDONESIAの監査役
を兼任しており、同社は、当社の子会社であります。

2. 滝口勝昭氏は、滝口勝昭公認会計士事務所の所長を兼任しておりますが、当社との間に特別な
利害関係はありません。
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② 主な活動状況
　

区 分 氏 名 当社での主な活動状況

取 締 役 麻 生 巌
当事業年度開催の取締役会の出席率は64％で、経営者として
の豊富な経験と幅広い見識から議案審議について発言を適宜行
っております。

取 締 役 渡 邉 雅 之
平成28年6月24日就任以来開催の取締役会の出席率は86％で、
弁護士として培われた企業法務に関する専門的な知識、見地か
ら議案審議等について発言を適宜行っております。

常勤監査役 作 本 幸 治
当事業年度開催の取締役会の出席率は100％、監査役会の出席
率は100％で、財務および会計の専門的見地から議案審議等に
ついて発言を適宜行うとともに、他の監査役と密接に情報交換
を行い、取締役の職務執行を監査しております。

監 査 役 滝 口 勝 昭
当事業年度開催の取締役会の出席率は88％、監査役会の出席
率は100％で、公認会計士としての専門的見地から議案審議等
について発言を適宜行うとともに、他の監査役と密接に情報交
換を行い、取締役の職務執行を監査しております。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称
　監査法人保森会計事務所

　
（2）会計監査人に対する報酬等の額

　

① 当事業年度に係る報酬等の額
百万円
39

② 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 41

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額
を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠
等についてその適切性、妥当性を検証した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい
たしました。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人において下記の①に該当すると認められる事由がある場合には、
解任する方針であります。また、会計監査人において下記の②に該当する場合には、会計監
査人の解任もしくは不再任の決定を行う方針であります。
①会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると判断される場合。
②公認会計士法等の法令違反による懲戒処分や監督官庁からの処分を受けた場合あるいは
会計監査人の独立性、品質管理の状況、職務遂行体制の適切性、会計監査の実施状況、
総合的能力等の観点から会計監査人として監査を遂行するに不十分であると判断される
場合。

（4）責任限定契約の内容の概要
　当社は、会計監査人と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、
当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。
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6. 業務の適正を確保するための体制およびその運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制

当社が、「業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において決議した事項
は、次のとおりであります。

Ⅰ. 内部統制システムについて
1. 基本的な考え方
　当社グループは、経営理念を実践するために得意分野である基礎工事に経営資源を集中
し、社会ニーズである環境・防災技術の開発・改良を進めている。
　◆経営理念
「基礎工事における総合技術力と効率的な経営で安全・安心な国土造りに貢献する会社」

　◆経営ビジョン
「信頼される技術力に培われた、環境・防災工事を主力とした基礎工事のエキスパート」

　また、当社では、社会から信頼と企業価値を高めるために、“内部統制（コンプライアン
ス、リスク管理）の強化” を、経営の最重要課題として取り組んでおり、業務の適正を確保
するための体制（以下「内部統制システム」という。）を構築することが、経営の責務であ
り、取締役会で内部統制システムの基本方針を決議した。

　
2. 内部統制システム構築に関する基本方針
　①取締役、使用人の職務執行が法令、定款に適合することを確保するための体制
（ア）社外取締役を選任し、取締役の職務執行を取締役会で報告させることにより法令お
よび定款適合性を監視する。

（イ）当社および当社子会社を対象とするコンプライアンス規程をはじめとするコンプラ
イアンス体制の規程を整備する。当社および当社子会社の全使用人に法令遵守の「誓
約書」を提出させ、啓発活動を行う。

（ウ）代表取締役社長は、各部所および当社子会社にコンプライアンス推進責任者を配置
して全使用人に法令、定款および各種管理規則・規程の周知徹底および遵守を図る。

（エ）取締役会の下に、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置
し、当社および当社子会社を対象としてコンプライアンスプログラムを定めるととも
に、その進捗管理を行う。また、コンプライアンス委員会で協議・決定事項について
は取締役会へ報告する。
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（オ）独占禁止法および建設業法ならびに労働安全衛生法については、コンプライアンス
委員会の下に小委員会を設置し、これら法令に関する当社および当社子会社における
教育計画の作成および営業担当者、工事担当者を対象にした研修を定期的に行う。

（カ）当社および当社子会社を対象として、法令違反や社内不正などの防止および早期発
見を目的とした企業倫理ヘルプライン制度を設け、コンプライアンスに関する相談・
通報・監視の補完を図る。その窓口には、社内のほか外部の弁護士を充てる。また、
法令・規則規程違反や社内不正の事実が発生した場合は、賞罰委員会で審議し、その
処分を代表取締役社長が決定する。

（キ）財務報告に係る内部統制については、会社法、金融商品取引法および東京証券取引
所規則との適合性を確保するため、代表取締役社長は経営戦略本部 内部統制部を指
揮して整備および運用についての評価をするとともに、必要に応じて業務プロセスお
よび規程の見直しを関係部所に指示する。また、財務報告に係る内部統制の評価報告
書を取締役会に提出し報告する。

　
　②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項
（ア）管理本部担当取締役は、当社および当社子会社の文書管理統括責任者として取締役
の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記録・保存する等の管理を行う。

（イ）重要な会社情報については、法令、東京証券取引所規則および社内規程等に従い、
適時かつ適切に開示する。

（ウ）情報セキュリティに係る体制については、専門部所を設けて十分な体制を構築す
る。

（エ）取締役および監査役は、当社および子会社取締役の職務執行に係る文書等を閲覧で
きるものとする。

　
　③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（ア）当社および当社子会社の事業推進に伴う損失の危機（以下「リスク」という）の管
理に関して、リスク管理規程に定める。

（イ）当社および当社子会社の部所毎に統制すべきリスクを明確化してリスク管理プログ
ラムにより統制活動を行う。

（ウ）取締役会の下に代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会を設置し、当社お
よび当社子会社のリスク管理プログラムの進捗管理を行い、取締役会に報告する。

（エ）危機管理規程に基づき、当社および当社子会社の有事の際の迅速かつ適切な危機管
理体制を構築する。
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　④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（ア）当社および当社子会社の取締役会は、取締役、使用人が共有する経営方針を定め、
業務執行取締役はその経営方針に沿った各部所の目標と達成の方法を実行計画に定め
る。

（イ）当社および当社子会社の業務執行状況については、毎月開催する業務執行者会議・
経営会議にて確認する。また、取締役会は、業務執行取締役より四半期ごとにその報
告を受け、必要に応じ業務執行取締役に改善を促し、業務を遂行する体制を確保する。

（ウ）経営戦略本部は、子会社の機関設計および業務執行体制につき、子会社の事業、規
模、当社グループ内における位置付け等を勘案の上、定期的に見直し、効率的にその
業務が執行される体制が構築されるよう監督する。

（エ）当社は、子会社における意思決定について、子会社の取締役会規程、職務権限規程
その他の各種規程に基づき、子会社における業務執行者の権限と責任を明らかにさせ、
組織的かつ効率的な業務執行が行われるよう、必要に応じて指導を行う。

　
　⑤当社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
（ア）関係会社管理規程に基づいて経営戦略本部 関連事業部が、子会社の業務の内部統
制を行う。

（イ）当社より当社子会社へ取締役を派遣し、子会社取締役の職務執行を監視し、子会社
の取締役の職務執行状況を当社取締役会に報告させる。

（ウ）子会社のコンプライアンス、情報の保存・管理およびリスク管理については、当社
の規則規程に基づいた運用を図る。また、コンプライアンス委員会およびリスク管理
委員会は、子会社に進捗状況の報告を求め、必要に応じて助言・指導を行う。

（エ）経営戦略本部 関連事業部は、子会社の関連する業務についてその適正および進捗
状況について監視・監督を行い、当社会議等で報告をする。また、重要事項について
は、子会社で機関決定する前に経営戦略本部 関連事業部に報告を求め、必要に応じ
て当社取締役会での承認を求める。
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⑥監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
（ア）監査役がその職務を補助する使用人を求めた場合はこれを配置するものとし、配置
に当たっての人事等については、監査役と協議の上決定するものとする。

（イ）監査役の職務を補助する使用人への指揮命令権は監査役に属するものとし、監査役
より監査業務の補助の命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役および所属
部所長の指揮命令を受けないものとする。

（ウ）監査役の職務を補助する使用人の異動、処遇（査定を含む。）、懲戒等の人事事項に
ついては、監査役と協議のうえ実施するものとする。

　
⑦取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制
（ア）当社の取締役もしくは使用人、当社の子会社の取締役、監査役もしくは使用人また
はこれらの者から報告を受けた者が、当社の監査役会に対し、法定の事項に加え、当
社および当社子会社に重大な影響を及ぼす事項および企業倫理ヘルプラインへの通報
情報をすみやかに報告する体制を整備する。

（イ）上記通報、報告を行った事を理由に不利な取り扱いを受けない体制を整備し、経営
戦略本部は、役職員に対する教育、研修の機会を通じて、周知を図る。

（ウ）報告の方法については、取締役と監査役会との協議により決定する方法による。
　
　⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（ア）監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握する
ため、経営会議、コンプライアンス委員会等の重要な会議に出席する。

（イ）監査役は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社
および当社子会社の取締役または使用人にその説明を求める。

（ウ）監査役会は、代表取締役社長、会計監査人、監査部、子会社取締役とそれぞれ定期
的に意見交換会を設定する。

（エ）監査役による監査にかかる諸費用については、監査の実効性を担保するべく予算を
措置する。

（オ）監査役は、必要に応じ、会計監査人・弁護士に相談することができ、その費用は会
社が負担するものとする。

（カ）監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をした
ときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに関
係部門により、当該費用または債務を処理する。
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　⑨内部統制における監視体制
（ア）内部統制システムの有効性を監視するため、取締役会は、直轄の内部監査組織とし
て監査部を設置する。

（イ）取締役会は、当社および当社子会社の業務執行取締役・使用人の職務執行が法令お
よび規則規程に適合し、有効に機能しているかを監査部に定期的に監査させて、その
報告を受ける。

（ウ）取締役会は、代表取締役社長から、経営戦略本部 内部統制部が作成した財務報告
に係る内部統制の評価報告書の提出を受ける。

（エ）取締役会は、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会からコンプラ
イアンスプログラムの実行状況等について報告を受ける。

（オ）取締役会は、代表取締役社長を委員長とするリスク管理委員会からリスク管理プロ
グラムの実行状況等について報告を受ける。

（カ）取締役会は、上記の報告に基づき、必要に応じ業務執行取締役に改善を促し、業務
の適正を継続的に確保する。

Ⅱ. 反社会的勢力排除について
　 当社は、反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を、次の通り、決議した。
１．当社は、「行動規範」（コンプライアンス基本方針）において、市民社会の秩序や安全に
脅威を与える反社会的勢力及び団体（以下「反社会的勢力等」という。）には厳しく対処
すると定め、全使用人に周知する。
２．反社会的勢力等からの不当な要求等については、外部の専門機関（顧問弁護士、警察
署、特殊暴力防止対策連合会等）と連携し、不当要求等に応じない体制を整えて一層の充
実に努める。
３．反社会的勢力等による不当要求等に対応する使用人の安全を確保する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のと
おりであります。
①当社は、当事業年度において取締役会を17回開催しております。取締役会は、社外取締
役２名を含む取締役８名で構成し、監査役３名も出席し、業務執行の意思決定およびその
監督を行いました。
当社の、経営・業務執行の意思決定においては、取締役会のほか、経営会議、業務執行
者会議等を通じて透明性、監督機能を果たしております。
当社子会社については、「関係会社管理規程」に基づき職務の執行状況についての報告を
受け、適宜助言・指導を行い、重要な事項は当社取締役会において審議し、当社子会社
の適正な業務運営の管理実現に努めました。

②当社は、各部所および当社子会社にコンプライアンス推進責任者を配置して、全使用人に
コンプライアンス研修を実施し、法令、定款および各種管理規程・規則の周知徹底および
遵守を図り、代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会において、当社および当
社子会社を対象としたコンプライアンスプログラムを定め、その進捗管理を行い協議・決
定事項については取締役会に報告いたしました。
また、「リスク管理規程」に基づき、当社および当社子会社の部所毎に統制すべきリスク
を明確化してリスク管理プログラムにより統制活動を行い、代表取締役社長を委員長と
するリスク管理委員会において、当社および当社子会社のリスク管理プログラムの進捗
管理を行い、取締役会に報告いたしました。

③監査役は、監査役会において定めた監査計画を策定し、取締役会、経営会議、コンプライ
アンス委員会等の重要な会議に出席するとともに、当社代表取締役社長、会計監査人、監
査部、当社子会社取締役とそれぞれ定期的に意見交換会を実施し、会計監査人、監査部と
連携し、取締役および使用人の職務の執行状況を監査いたしました。

④内部監査組織である監査部は、当社の各部門の業務執行および当社子会社の業務、内部統
制監査を実施いたしました。

　
7. 会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ
いては、特に定めてはおりません。
　

8. 親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。
　

（注）本事業報告中の記載金額および株式数は表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

　

（平成29年３月31日現在） （単位：百万円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 37,161 流 動 負 債 18,285
現 金 及 び 預 金 14,462 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 11,133
受取手形・完成工事未収入金等 16,974 リ ー ス 債 務 18
電 子 記 録 債 権 2,196 未 払 法 人 税 等 1,035
商 品 25 未 成 工 事 受 入 金 3,277
販 売 用 不 動 産 0 預 り 金 168
未 成 工 事 支 出 金 2,223 完 成 工 事 補 償 引 当 金 25
材 料 貯 蔵 品 142 工 事 損 失 引 当 金 39
未 収 入 金 348 賞 与 引 当 金 714
繰 延 税 金 資 産 481 そ の 他 1,872
そ の 他 322 固 定 負 債 4,126
貸 倒 引 当 金 △15 リ ー ス 債 務 49
固 定 資 産 7,063 退 職 給 付 に 係 る 負 債 4,022
有 形 固 定 資 産 4,268 そ の 他 53
建 物 ・ 構 築 物 910 負 債 合 計 22,412
機械・運搬具・工具器具備品 484 純 資 産 の 部
土 地 2,787 株 主 資 本 21,666
リ ー ス 資 産 68 資 本 金 6,052
建 設 仮 勘 定 14 資 本 剰 余 金 2,022
そ の 他 2 利 益 剰 余 金 14,144
無 形 固 定 資 産 289 自 己 株 式 △552
投 資 そ の 他 の 資 産 2,505 その他の包括利益累計額 0
投 資 有 価 証 券 838 その他有価証券評価差額金 264
保 険 積 立 金 151 為 替 換 算 調 整 勘 定 △9
繰 延 税 金 資 産 1,157 退職給付に係る調整累計額 △254
そ の 他 379 非 支 配 株 主 持 分 146
貸 倒 引 当 金 △21 純 資 産 合 計 21,813
資 産 合 計 44,225 負 債 及 び 純 資 産 合 計 44,225
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連 結 損 益 計 算 書
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

　 （単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 57,010
そ の 他 の 事 業 売 上 高 163 57,174
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 47,277
そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 53 47,331
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 9,733
その他の事業売上総利益 110 9,843
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,259
営 業 利 益 3,583
営 業 外 収 益
受 取 利 息 7
受 取 配 当 金 20
特 許 関 連 収 入 19
そ の 他 11 59
営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
支 払 保 証 料 33
シンジケートローン手数料 35
そ の 他 10 87
経 常 利 益 3,555
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 13 13
税金等調整前当期純利益 3,542
法人税・住民税及び事業税 1,268
法 人 税 等 調 整 額 △66
当 期 純 利 益 2,340
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △2
親会社株主に帰属する当期純利益 2,342
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連結株主資本等変動計算書
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

（単位：百万円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成28年４月１日期首残高 6,052 2,022 12,228 △552 19,750
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △425 △425
親会社株主に帰属する当期純利益 2,342 2,342
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） －

連結会計年度中の変動額合計 － 0 1,916 △0 1,916
平成29年３月31日期末残高 6,052 2,022 14,144 △552 21,666
　

　
　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計
平成28年４月１日期首残高 171 △6 △284 △119 150 19,781
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △425
親会社株主に帰属する当期純利益 2,342
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 93 △3 29 119 △4 115

連結会計年度中の変動額合計 93 △3 29 119 △4 2,031
平成29年３月31日期末残高 264 △9 △254 0 146 21,813
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

日 特 建 設 株 式 会 社
取締役会 御中

監査法人保森会計事務所
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 渡 部 逸 雄 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 若 林 正 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日特建設株式会社の平成28年４
月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、日特建設株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　 以 上
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貸 借 対 照 表
　

（平成29年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産 36,371 流 動 負 債 18,215
現 金 預 金 13,789 支 払 手 形 5,820
受 取 手 形 2,998 工 事 未 払 金 5,315
電 子 記 録 債 権 2,196 リ ー ス 債 務 18
完 成 工 事 未 収 入 金 13,870 未 払 金 1,598
販 売 用 不 動 産 0 未 払 法 人 税 等 1,013
未 成 工 事 支 出 金 2,216 未 成 工 事 受 入 金 3,235
材 料 貯 蔵 品 142 預 り 金 150
短 期 貸 付 金 133 完 成 工 事 補 償 引 当 金 25
未 収 入 金 372 工 事 損 失 引 当 金 39
繰 延 税 金 資 産 470 賞 与 引 当 金 708
そ の 他 197 そ の 他 288
貸 倒 引 当 金 △15 固 定 負 債 3,730
固 定 資 産 7,381 リ ー ス 債 務 49
有 形 固 定 資 産 4,374 退 職 給 付 引 当 金 3,627
建 物 ・ 構 築 物 964 そ の 他 53
機 械 装 置 399 負 債 合 計 21,946
備 品 74
土 地 2,851 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 68 株 主 資 本 21,541
建 設 仮 勘 定 14 資 本 金 6,052
そ の 他 2 資 本 剰 余 金 2,022
無 形 固 定 資 産 289 資 本 準 備 金 1,753
投 資 そ の 他 の 資 産 2,716 そ の 他 資 本 剰 余 金 269
投 資 有 価 証 券 838 利 益 剰 余 金 14,019
関 係 会 社 株 式 359 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,019
破 産 更 生 債 権 等 20 繰 越 利 益 剰 余 金 14,019
長 期 前 払 費 用 30 自 己 株 式 △552
保 険 積 立 金 151 評価・換算差額等 264
繰 延 税 金 資 産 1,010 その他有価証券評価差額金 264
そ の 他 325 純 資 産 合 計 21,806
貸 倒 引 当 金 △20
資 産 合 計 43,752 負 債 及 び 純 資 産 合 計 43,752
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損 益 計 算 書
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

　 （単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 56,566
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 47,003
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 9,563
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,059
営 業 利 益 3,504
営 業 外 収 益
受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 40
特 許 関 連 収 入 33
そ の 他 11 85
営 業 外 費 用
支 払 利 息 8
支 払 保 証 料 32
シンジケートローン手数料 35
そ の 他 10 87
経 常 利 益 3,502
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0 0
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 13 13
税 引 前 当 期 純 利 益 3,489
法人税、住民税及び事業税 1,240
法 人 税 等 調 整 額 △68
当 期 純 利 益 2,317
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金

その他
利益剰余金
繰越利益
剰余金

平成28年４月１日期首残高 6,052 1,753 269 12,127 △552 19,649
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △425 △425
当 期 純 利 益 2,317 2,317
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） －
事業年度中の変動額合計 － － 0 1,891 △0 1,891
平成29年３月31日期末残高 6,052 1,753 269 14,019 △552 21,541

　

　

評価・換算
差額等 純資産合計その他有価証券
評価差額金

平成28年４月１日期首残高 171 19,821
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △425
当 期 純 利 益 2,317
自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 93 93
事業年度中の変動額合計 93 1,984
平成29年３月31日期末残高 264 21,806
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会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

日 特 建 設 株 式 会 社
取締役会 御中

監査法人保森会計事務所
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 渡 部 逸 雄 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 若 林 正 和 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日特建設株式会社の平成
28年４月１日から平成29年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第70期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書
を作成し、以下のとおり報告いたします。

　1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集
及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
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　2. 監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事
実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

　内部統制システムの整備と運用に関しては、継続的に見直しと改善が図られている
ものと認めます。

　（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人保森会計事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人監査法人保森会計事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成29年５月18日
日特建設株式会社 監査役会
常勤監査役 淀 谷 学 ㊞
常勤監査役（社外監査役）作 本 幸 治 ㊞
監 査 役（社外監査役）滝 口 勝 昭 ㊞

　

以 上
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見やすく読みまちがえにくい
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株主総会会場ご案内図
　

会場 東京都中央区東日本橋三丁目10番６号
Daiwa東日本橋ビル ６階会議室
TEL 03（5645）5041（日特建設総務人事部）

　

交通案内〇都営地下鉄浅草線「東日本橋駅」A4出口より徒歩1分
都営地下鉄新宿線「馬喰横山駅」A1出口より徒歩1分
ＪＲ総武本線「馬喰町駅(西口出口)」からは都営地下
鉄新宿線A1出口をご利用ください。

〇駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場
はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。
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